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要綱（骨子）の修正について

○ 秘匿措置の対象事項

【Ａ案】

原案のままとする。

【Ｂ案】

要綱（骨子）全体を通じて，秘匿措置の対象事項を，要綱（骨子）第一の一１

⑴及び⑵に掲げる者の個人特定事項とする。

【Ｃ案】

要綱（骨子）全体を通じて，秘匿措置の対象事項を，被害者の氏名及び住居と

する。

○ その他

【Ｘ案】

原案のままとする。

【Ｙ案】

以下のように修正する。

第一 起訴状における個人特定事項の秘匿措置

一 起訴状の抄本の送達等

１～13 （略）

14 ５又は10により条件を付する措置をとった場合において、刑事訴訟法第二

百九十九条の七第二項及び第三項と同様の規律を設けること。

二 被告人又は弁護人に対する個人特定事項の通知

１～４ （略）

５ ２により条件を付する措置をとった場合において、刑事訴訟法第二百九十

九条の七第二項及び第三項と同様の規律を設けること。

三 弁護人による訴訟に関する書類又は証拠物の閲覧及び謄写の制限

１ 裁判所は、一１⑴に掲げる被害者について一４又は９による起訴状の謄本

場合において、当該措置に係る氏名又は住居が一１⑴に掲げの提出があった

る被害者のものに当たる場合であって、検察官及び弁護人の意見を聴き、相

ときは、弁護人が刑事訴訟法第四十条第一項の規定により訴訟に当と認める

関する書類又は証拠物を閲覧し又は謄写するに当たり、弁護人に対し、これ

らに記載され又は記録されている当該措置に係る氏名又は住居（いずれも被

し、又は害者のものに限る。）を被告人に知らせてはならない旨の条件を付

するものとし、被告人に知らせる時期若しくは方法を指定することができる

ただし、当該措置に係る被害者の供述の証明力の判断に資するような被告人
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その他の関係者との利害関係の有無を確かめることができなくなるときその

他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあるときは、この限り

でないものとすること。

２ 裁判所は、一１⑴に掲げる被害者について一６又は11による一１の抄本の

場合において、当該措置に係る氏名又は住居が一１⑴に掲げる提出があった

被害者のものに当たる場合であって、検察官及び弁護人の意見を聴き、相当

ときは、弁護人が刑事訴訟法第四十条第一項の規定により訴訟に関と認める

する書類又は証拠物を閲覧し又は謄写するについて、これらのうち当該措置

若しくはに係る氏名又は住居（いずれも被害者のものに限る。）が記載され

若しくは 、又は弁護人に対し又は記録されている部分の閲覧 又は謄写を禁じ

、当該氏名又は住居を被告人に知らせてはならない旨の条件を付し、若しく

なければならは被告人に知らせる時期若しくは方法を指定することができる

ないものとし、ただし、当該措置に係る被害者の供述の証明力の判断に資す

るような被告人その他の関係者との利害関係の有無を確かめることができな

くなるときその他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあると

きは、この限りでないものとすること。

３ １又は２により条件を付し、又は時期若しくは方法を指定する措置をとっ

た場合において、刑事訴訟法第二百九十九条の七第二項及び第三項と同様の

規律を設けること。

四 起訴状の朗読方法の特例

一３による措置がとられた場合においては、刑事訴訟法第二百九十一条第二

項後段の規定は、二１による措置（同⑵に該当することを理由とするものに限

る。）がとられた場合に限り適用するものとし、この場合において、同項後段

中「起訴状を」とあるのは、「一３による措置に係る個人特定事項の全部につ

いて二１の決定があった場合にあっては起訴状を、一３による措置に係る個人

特定事項の一部について二１の決定があった場合にあっては起訴状の抄本であ

って当該措置に係る個人特定事項の記載がないものを」とするものとすること。

五 （略）

第二・第三 （略）

第四 裁判書等における個人特定事項の秘匿措置

裁判所は、 をと一 第一の一１⑴に掲げる被害者について第一の一３による措置

がとられた事件については、刑事訴訟法第四十六条の規定にかかわらず、った

から刑事訴訟法第四十被告人その他訴訟関係人（検察官及び弁護人を除く。）

六条の規定による交付の請求があった場合において 当該措置に係る氏名又は、

は住居が第一の一１⑴に掲げる被害者のものに当たる場合であって、検察官及
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び当該請求をした被告人その他訴訟関係人の意見を聴き、相当と認めるときは

裁判書又は裁判を記載した調書の謄本又は抄本 のうち当該措置に係、 であって

る氏名又は住居（いずれも被害者のものに限る。）が 記載 されの がないものを

た部分について、同条の規定による交付の請求をすることができ ないものとる

し、ただし、当該措置に係る被害者の供述の証明力の判断に資するような被告

人その他の関係者との利害関係の有無を確かめることができなくなるときその

他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあるときは、この限りで

すること。ないものと

二 裁判所は、第一の一１⑴に掲げる被害者について第一の一５又は10による措

置をとった事件について、弁護人から刑事訴訟法第四十六条の規定による交付

当該措置に係る氏名又は住居が第一の一１⑴にの請求があった場合において、

掲げる被害者のものに当たる場合であって、検察官及び弁護人の意見を聴き、

裁判書又は裁判を記載した調書に当該措置に係る氏名又相当と認めるときは、

は住居（いずれも被害者のものに限る。）が記載されているときは、弁護人に

裁判書又は裁判を記載した調書の謄本又は抄本を交付するに当たり、弁護人に

対し、 当該氏名又は住居を被告人に知らせてはならなこれらに記載されている

し、又は被告人に知らせる時期若しくは方法を指定することがい旨の条件を付

できる し、ただし、当該措置に係る被害者の供述のさなければならないものと

証明力の判断に資するような被告人その他の関係者との利害関係の有無を確か

めることができなくなるときその他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずる

すること。おそれがあるときは、この限りでないものと

三 第一の一１⑴に掲げる被害者について第一の一７又は12による措裁判所は、

置 がとられた事件については、刑事訴訟法第四十六条の規定にかかわをとった

から刑事訴訟法第四十六条の規定による交付の請求があった場らず、弁護人は

合において 当該措置に係る氏名又は住居が第一の一１⑴に掲げる被害者のも、

のに当たる場合であって、検察官及び弁護人の意見を聴き、相当と認めるとき

裁判書 又は裁判を記載した調書の謄本又は抄本 のうち当は、 若しくは であって

の がない該措置に係る氏名又は住居（いずれも被害者のものに限る。）が 記載

ものを し、又は弁護人にされた部分について、同条の規定による交付の請求を

裁判書若しくは裁判を記載した調書の謄本若しくは抄本を交付するに当たり、

弁護人に対し、当該氏名又は住居を被告人に知らせてはならない旨の条件を付

することができ ないし、若しくは被告人に知らせる時期若しくは方法を指定 る

し、ただし、当該措置に係る被害者の供述の証明力の判断に資するようものと

な被告人その他の関係者との利害関係の有無を確かめることができなくなると

きその他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあるときは、この

すること。限りでないものと

四 二又は三により条件を付し、又は時期若しくは方法を指定する措置をとった
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場合において、刑事訴訟法第二百九十九条の七第二項及び第三項と同様の規律

を設けること。

四 刑事訴訟法第二百九十九条の四 又は第二百九五 、第二百九十九条の五第二項

十九条の六の規定による措置をとった場合において、裁判書又は裁判を記載し

た調書に当該措置に係る氏名又は住居が記載されているときについても、一か

ら 三までと同様とすること。四

五 その他所要の規定の整備を行うこと。六

第五 （略）


